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３ ０ 規 程 第 １ ６ ７ 号

平 成 ３ ０ 年 ４ 月 １ 日

農業機械安全性検査実施規程

（目的）

第１条 この規程は、国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構（以下「農研機

構」という。）が行う国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構法（平成１１

年法律第１９２号）第１４条第１項第１号に掲げる農業等に関する技術上の検査のう

ち、農業機械（農作業に使われる機械器具（その附属品及び部品を含む。）をいう。以

下同じ。）の安全性検査（以下「安全性検査」という。）に関し、必要な事項を定める

ことを目的とする。

（安全性検査を行う組織）

第２条 農研機構が行う安全性検査は、農業機械研究部門（以下「農機研」という。）に

おいて行うものとする。

２ 理事長は、安全性検査の実施に関する権限を、農業機械研究部門所長（以下「所長」

という。）に委任する。

（安全性検査）

第３条 安全性検査は、依頼による農業機械の型式についての検査及び安全性検査に合格

した農業機械が事後においても検査に合格する性能が維持されているか否か等の調査

（以下「事後調査」という。）とする。

２ 実施する安全性検査は、次の各号に掲げるものとし、各検査の目的は当該各号に定め

るとおりとする。

一 安全装備検査 各種農業機械における安全装備について検査し、安全な農業機械の

普及を促進して農業機械による事故の防止を図ることを目的とする。

二 安全キャブ・フレーム検査 農用トラクター（乗用型）等に装備される運転者を防

護する装置の強度や安全空間を確保できるか等について検査を行い、農業機械による

転倒・転落事故の重大化を防止することを目的とする。

三 ロボット・自動化農機検査 ロボット農機や自動化農機等の先進的な機械・装置の

安全性等について検査し、農業機械による農作業事故を防止することを目的とする。

３ 安全性検査の実施方法及び基準は、所長が定める。

４ 安全性検査を依頼するため提出する農業機械は、原則として通常製造されたもののう

ちから抽出されたものとする。

５ 前項の農業機械の提出に要する経費は、安全性検査を依頼する者（以下「依頼者」と

いう。）の負担とする。

（依頼の手続）

第４条 安全性検査の依頼は、所長に対し所長が定める検査依頼書を提出して行うものと
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する。

２ 検査依頼書には、主要諸元、構造調査表等所長が定める資料を添付するものとする。

（検査手数料及びその納付の方法等）

第５条 安全性検査の実施に要する検査手数料（以下「手数料」という。）は、別表のと

おりとする。

２ 依頼者は、本部管理本部さいたま管理部長が発行する請求書により、納付期限までに

手数料を納付しなければならない。

（試験省略措置）

第６条 依頼者は、安全性検査を依頼しようとする農業機械が次に掲げるものであって、

所長が適当であると認める場合には、安全性検査のために行う試験の一部を省略する措

置（以下「試験省略措置」という。）を受けることができる。

一 安全性検査を受けたもの（同時受検するものも含む。）と同等の構造・装備を有す

る農業機械

二 農用トラクターＯＥＣＤ標準テストコードに基づくテストを受けた農業機械

三 ＡＳＡＢＥ安全キャブ・フレームテストコードに基づくテストを受けた農業機械

四 農業機械一般性能試験実施規程（３０規程第１６８号）に定める農業機械一般性能

試験を受けた農業機械

五 依頼者が安全性検査の実施方法及び基準の規定に基づき試験成績書を作成し、提出

している農業機械

六 農業機械関連業務技術指導実施規程（１５規程第７２号）第２条に規定する技術指

導を受けた農業機械

（試験省略措置の申請手続）

第７条 前条の規定に基づき試験省略措置を希望する依頼者は、第４条第１項に定める検

査依頼を行う際に、所長が定める確認依頼書により、所長に申請するものとする。この

場合において、成績の転用を希望するときは、次に掲げる書類を添付するものとする。

一 前条第２号又は第３号の農業機械にあっては、原型式（同各号に掲げる農業機械で

あって、その成績の転用の元となる型式をいう。）のテストリポートの写し

二 前条第４号又は第５号の農業機械にあっては、当該農業機械の種類に係る試験成績

書

２ 所長は、前項の規定により依頼者から試験省略措置の申請があった場合には、当該試

験省略措置の可否について検討を行い、所長が定める通知書により、その可否を依頼者

に通知するものとする。

３ 所長は、試験省略措置の可否を検討するに当たっては、必要に応じて、当該試験省略

措置の申請があった農業機械を、指定する場所に提出させることができる。この場合に

おいて、依頼者は、当該農業機械の提出に要する経費を負担しなければならない。

４ 試験省略措置を希望する依頼者のうち、第１項第２号に掲げる試験成績書を添付する

者は、農機研が当該試験成績書の作成の際に用いた記録及び関係書類の提出を求めたと
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きには、当該記録及び関係書類を提出しなければならない。

（安全性検査の試験省略措置を行う場合の手数料）

第８条 試験省略措置を行う場合の農業機械に係る手数料は、その省略する試験の内容に

応じて減額することができるものとし、その額は通知書により依頼者に通知するものと

する。

（確認依頼書の記載内容と相違している場合の処置）

第９条 農機研は、試験省略措置を行う農業機械に係る安全性検査のための試験を開始し

た後、当該農業機械の構造等が確認依頼書の記載内容と相違していると認めた場合に

は、原則として、当該試験を中止するものとする。

（検査結果の取扱いと安全性検査証票の貼付）

第１０条 所長は、安全性検査を実施した結果、その検査に供した農業機械の型式につ

き、その依頼者に合格又は不合格を通知するとともに、合格に係る農業機械の型式名、

検査成績の概要、合格番号、適合する基準の西暦年次、安全性の段階評価結果及び依頼

者の氏名又は名称を農研機構のウェブサイト等で公表するものとする。

２ 依頼に係る農業機械の型式が安全性検査に合格し、前項の規定により合格の通知を受

けた者又はその一般承継人（これらの者から当該型式の農業機械の製造、販売等の事業

に係る営業の譲渡を受けたことその他特別の理由により農研機構の承認を受けた場合に

は、その承認を受けた者又はその一般承継人とする。）は、当該型式の農業機械に安全

性検査に合格したことを示す証票（以下「安全性検査証票」という。）を貼付すること

ができる。

３ 安全性検査証票の様式は、所長が定める。

（事後調査）

第１１条 農機研は、必要があると認める場合には、安全性検査に合格した農業機械につ

き、随時、事後調査を行うことができる。

２ 所長は、事後調査の結果、前項の農業機械の性能等が第３条第３項の所長が定める基

準を満たさないと認めるときは、当該農業機械の型式についての安全性検査の合格の決

定を取り消すことができる。

３ 所長は、前項の規定による処分をしたときは、これを公表するとともに、当該処分を

受けた者は、当該処分に係る型式の農業機械につき、前条第２項の規定による安全性検

査証票の貼付をすることができない。

（その他）

第１２条 この規程に定めるもののほか、安全性検査の運営等に関し必要な事項は、理事

（研究推進Ⅱ担当）の了解を得て、所長が別に定める。

附 則



- 4 -

（施行期日）

１ この規程は、平成３０年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。

（経過措置）

２ この規程の施行日前に現行の規程の廃止に関する規程の一部を改正する規程（３０－

２８規程第６３－８号）により廃止した型式検査の実施に関する規程（１５規程第６９

号）による型式検査（農用トラクター（乗用型）用安全キャブ及び安全フレームに係る

ものに限る。）が行われた農業機械については、その成績の転用の元となる型式として

試験省略の措置を受けることに関しては、なお従前の例による。

附 則（平成31.4.1 31-4規程第167-1号）

この規程は、平成３１年４月１日から施行する。

附 則（令和元.12.9 31-18規程第167-2号）

この規程は、令和元年１２月９日から施行する。

附 則（令和2.10.27 02-13規程第167-3号）

この規程は、令和２年１１月１日から施行する。

附 則（令和3.4.1 03-9規程第167-4号）

この規程は、令和３年４月１日から施行する。

附 則（令和5.8.7 05-9規程第167-5号）

この規程は、令和５年９月１日から施行する。
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別表（第５条第１項関係）

安全性検査の手数料表

１型式当たり
検査の種類・適用機種

手数料（円）
安 コードⅠ

808,500
全 （大型トラクター）
キ コードⅡ

808,500
ャ （大型トラクター：狭輪距）
ブ コードⅢ

農用トラクター（乗用型） 671,000
・ （小型トラクター）
フ コードⅣ

726,000
レ （フルクローラトラクター）ー

書類審査のみ
12,100

ム （構造変更を伴う追加装着等）
検

農用運搬機（乗用型）及び座席を有するほ場内運搬機 515,900
査
安

基本経費 215,600
全
装 書類審査のみ

81,400
備 （ＯＥＭ機又は代表型式受検で書類審査のみとなる型式）
検 単軌条運搬機

企業内実施 187,000
査 （非乗用型）

単軌条運搬機
企業内実施 328,900

（乗用型）

付随試験を要する機種 ほ場内運搬機 184,800

金属製一体刈刃、
52,800

動力刈取機 チップソー
（刈払型）

上記以外 71,500

ロ
選択試験なし 324,500

ボ
農機研実施

ッ
選択試験あり 352,000

ト
自動化農機

・
選択試験なし 284,900

自
企業内実施

動
選択試験あり 312,400

化
農

選択試験なし 548,900
機

農機研実施
検

選択試験あり 575,300
査

ロボットトラクター
選択試験なし 509,300

企業内実施
選択試験あり 536,800

選択試験なし 547,800
農機研実施

選択試験あり 575,300
ロボット田植機

選択試験なし 509,300
企業内実施

選択試験あり 536,800

乾燥機（穀物循環型）の 選択試験なし 491,700
企業内実施

遠隔監視装置 選択試験あり 519,200
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平成２９年度までの型式検査（農用トラクター
（乗用型）用安全キャブ及び安全フレームに係る 書類審査のみ 12,100
ものに限る。）合格機の安全性検査への基準適合
性審査

安全性検査合格機の安全性検査構造変更に係る審査 書類審査のみ 12,100

備考 １）手数料の金額は、消費税相当額を含む金額である。
２）出張を要する場合は、出張に要する経費として、農研機構が定める旅費規
程（１８規程第９２号）により算定した額の直接経費及び当該直接経費に３０
％を乗じて得た額（その額が10,000円に満たない場合は10,000円とする。）
の間接経費を別途加算する。

３）本検査を農機研が実施する農業機械の一般性能試験又は農耕作業用自動車
等機能確認と併せて実施する場合は、当該手数料と重複経費を減額すること
ができる。


